
◎特定農林水産物等の名称の保護に関する法律の一部を改正する

法律 
（平成三〇年一二月七日法律第八八号）   

一、提案理由（平成三〇年一一月一四日・衆議院農林水産委員会） 

○吉川国務大臣 特定農林水産物等の名称の保護に関する法律の一部を改正する法律案

につきまして、その提案の理由及び主要な内容を御説明申し上げます。 

 この法律案は、経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定を締結し、これ

を的確に実施するため、特定農林水産物等の名称の保護に関する法律等の改正を行うも

のであります。 

 次に、法律案の主要な内容を御説明申し上げます。 

 第一に、登録又は指定の日前から農林水産物等に使用されていた特定農林水産物等に

係る地理的表示と同一の名称の表示等の使用期間の制限を行うこととしております。 

 第二に、広告等における特定農林水産物等に係る地理的表示の使用について規制の対

象とすることとしております。 

 このほか、所要の改正を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、衆議院農林水産委員長報告（平成三〇年一一月二二日） 

○武藤容治君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定の適確な実施を確保す

るため、登録又は指定の日前から農林水産物等に使用されていた特定農林水産物等に係

る地理的表示と同一の名称の表示等の使用期間を制限するとともに、広告等における特

定農林水産物等に係る地理的表示の使用を規制する等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る十一月十四日本委員会に付託され、同日吉川農林水産大臣から提案理由

の説明を聴取し、二十日質疑を行いました。質疑終局後、採決いたしましたところ、本

案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年一一月二〇日） 

 特定の産地と品質等の面で結び付きのある農林水産物等の名称を知的財産として保護

することは、生産者の利益の増進と需要者の信頼の保護に寄与するものであり、また、

当該農林水産物等の生産者の努力を評価するものであることから、一次産業が経済的に

大きな比重を占める農山漁村に利益をもたらしうるものであることを踏まえ、今後は海

外における我が国の農林水産物等の名称を不正に使用した産品の流通の抑止等の効果が

図られるよう、地理的表示の保護をさらに強化することが必要である。 



 よって、政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 先使用期間の制限、広告等における特定農林水産物等の名称の表示の規制等の新た

な制度については、関係者に対する周知を徹底すること。特に、広告等における特定

農林水産物等の名称の表示の規制等については、広告等における適切な使用方法に係

る判断基準を示す等運用の基準を明確にすること。 

二 我が国と外国との地理的表示の相互保護の推進により、我が国の地理的表示が海外

においても保護されるよう努めること。 

三 海外における我が国の地理的表示を含む農林水産物等の名称等を不正に使用した産

品や模倣品の監視に取り組み、そのような産品に対しては生産者団体等と連携して是

正措置を求めるとともに、我が国の農林水産物等の名称の海外における第三者による

商標登録が防止されるよう必要な対応を行うこと。 

四 地理的表示保護制度の一般消費者への周知を図るとともに、我が国の登録に係る特

定農林水産物等の国の内外における認知度の向上及び輸出促進に努めること。 

五 地理的表示の登録を目指す産地が行う品質基準の設定、品質管理体制の整備等の取

組について、専門家による助言等の支援を充実すること。 

六 潜在的競争力のある特徴を備えた農林水産物等について、地理的表示保護制度はも

とより、地域団体商標制度等、多様な選択肢を踏まえた上で、生産及び流通の状況に

適したブランド化の取組を促進すること。 

 右決議する。 

三、参議院農林水産委員長報告（平成三〇年一一月三〇日） 

○堂故茂君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、日本国と欧州連合との経済連携協定の適確な実施を確保するため、特定

農林水産物等に係る地理的表示の使用規制を強化する等の措置を講じようとするもので

あります。 

 委員会におきましては、地域ブランドを地理的表示制度で保護する意義、地理的表示

について欧州連合と相互に保護することで得られる我が国農林水産物等の輸出における

効果、地理的表示の登録及び活用に向けた産地への支援策等について質疑が行われまし

たが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年一一月二九日） 

 特定の産地と品質等の面で結び付きのある農林水産物等の名称を知的財産として保護



することは、生産者の利益の増進と需要者の信頼の保護に寄与するものであり、また、

当該農林水産物等の生産者の努力を評価するものであることから、一次産業が経済的に

大きな比重を占める農山漁村に利益をもたらしうるものであることを踏まえ、今後は海

外における我が国の農林水産物等の名称を不正に使用した産品の流通の抑止等の効果が

図られるよう、地理的表示の保護をさらに強化することが必要である。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 先使用期間の制限、広告等における特定農林水産物等の名称の表示の規制等の新た

な制度については、関係者に対する周知を徹底すること。特に、広告等における特定

農林水産物等の名称の表示の規制等については、広告等における適切な使用方法に係

る判断基準を示す等運用の基準を明確にすること。 

二 我が国と外国との地理的表示の相互保護の推進により、我が国の地理的表示が海外

においても保護されるよう努めること。 

三 海外における我が国の地理的表示を含む農林水産物等の名称等を不正に使用した産

品や模倣品の監視に取り組み、そのような産品に対しては生産者団体等と連携して是

正措置を求めるとともに、我が国の農林水産物等の名称の海外における第三者による

商標登録が防止されるよう必要な対応を行うこと。 

四 地理的表示保護制度の一般消費者への周知を図るとともに、我が国の登録に係る特

定農林水産物等の国の内外における認知度の向上及び輸出促進に努めること。 

五 地理的表示の登録を目指す産地が行う品質基準の設定、品質管理体制の整備等の取

組について、専門家による助言等の支援を充実すること。 

六 潜在的競争力のある特徴を備えた農林水産物等について、地理的表示保護制度はも

とより、地域団体商標制度等、多様な選択肢を踏まえた上で、生産及び流通の状況に

適したブランド化の取組を促進すること。 

  右決議する。 

 


